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連続型重力モデルの下での距離分布の理論   
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ここで特にトリップ密度が一入次同次函数であるも  

のとしよう（後述の幕型重力モデルは正にこのタイプ）：  

旬（∬ル）＝り入旬（∬）・このとき（1）は  

1．緒言   

領域内で移動の始点と終点が，ある密度で分布して  
いるときの2点間距離分布を所与とする．これを前提  

として，任意に与えられたトリップ密度（移動の頻度  

が距離に依存する様子を表す函数）の下での距離分布  

を定式化する．そして無制約型という初等的な想定の  
下で，（1）古典的な重力モデルならびに（2）指数型重力  

モデルという2種類のトリップ密度を取り上げ，円盤  

内の一様な2点間の距離分布を対象とした具体的な計  

算を行う．このとき，（a）直線距離ならびに（b）放射。  

環状距離の，重力モデルに基づく距離分布とその平均  

や分散を陽に導出することが出来る．ただし紙面の制  

約から，本稿では逓線距離の結果のみを記述する．   

都市解析学では，連続平面の重力モデルがよく用  
いられる．しかし，後述するような幕型重力モデルと  
指数型重力モデルの著しい相違は殆ど認識されていな  

いように思われる．また本稿の内容は，都市交通計画  

における内々トリップ長分布の分析や，内々平均距離  
の設定に役立てることが出来よう．さらに，都市内道  
路パターンの設計法が交通現象に与える影哲を考察  

（推察）するための基礎となるものと思われる・  

2．連続型重力モデルの定式化   

エmax  

、（   
l′＝l，人  TH（ェ）甲（ェ）dJ   （3）  

となるので，苫の密度函数は（2）から次式に帰着する：  

旬（ェ）p（ェ）  

（4）  JH（訂）＝   

、fニ■－こlX  旬（∬）甲（∬）血   

（4）式の距離分布が定数りに依存していないことは示  

唆的である．すなわち次が成立する：【定理】トリッ  
プ密度が所要時間の同次函数ならば（冥型重力モデル  

はその典型）．トリップ長分布は移動速度に依存しな  

い．同次トリップ密度函数の下では，距離を測定する  

に当たってどのような単位を用いようとも，共通の入  
値で計算してよく，単位間の換算も必要ない．  

乱 円盤都市で一様な2点間の直線距離   

半径αの円盤上で一様な2点間の距離ズの確率密度  

函数は（5）の通りに与えられる1）（概形は図1）．その平  
均値がく∬〉＝128α／（45汀）であることばよく知られて  

いる（因みに最頻値は0．8362α）・  

甲（訂）＝芸arccos孟一芸何丁誘・（5）  

（0≦エ≦2α）  

領域内に分布する2点間距離ズの（空間的な隔たり  

によるトリップ数の減衰を考慮しない）確率密度函数  

（例えば円盤内の一様な2点間の直線距離の分布）を  

甲（ェ）とする（0≦J≦エmax）．ここでトリップ密度が  

始。終点間の所要時間Zの減衰函数で表されるものと  

し，これをT＝T（ヱ）で与える．ただし，距離ズを計  

測する長さの単位に対応する速さの定数γを用いると  

∬＝UZなる関係があるものとしておく．   

このとき，長さェだけ離れた2地点間のトリップ密  

度はT（ェル）と表される．密度を導入するに当たり，こ  

うした一見すると迂遠なる方法を採った理由は，距離  
の単位の相違（km，マイルなど）による影響を排除し  

てトリップ密度を導入せんがためである．なお，Zを  

所要時間でなく始。終点間の歩数とし， 
の長さと見徹しても，ここでの議論は成立する．   

さて，以上に基づけば，都市の始・終点ペアの総  
量を1と規準化したときの，エ以上エ＋△訂未満のト  
リップ数がT（エ／り）甲（ェ）△ェとなる．したがって地域内  

総トリップ数Vは次のように算出される：  

V＝上才m眼T（‡）甲（埴  （1）  

こうしてトリップ密度T（エ）を前提とする距離ズの確  

率密度函数J（訂）が次式の通りに与えられる：  

α  0，8362α  

∫  

図12点間の直線距離の確率密度甲（ェ）．   

3。1 冨型重力モデル   

トリップ密度を古典的な幕型重力モデルで与える：  

巧（z）＝（入＜2）・  

総トリップ数は（3）より次の如くに算出される：  

（6）  

2r（3一入）  
晦＝tJ 入  

（7）   

／（ェ）＝  α入（2一入）r（2一書）r（3一書）●  
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直線距離ズGの確率密度は（4）によ．フて次の通り  

α入（2一入）Ⅰ’（2一書）「（3－か や（和）  

JG（JG）＝  （8）   

2「（3一入）  J去  

図2に総トリップ数の概形を示す．これを見ると，  

入く0のときは総トリップ数が入の単調減少函数であ  

るものの，0≦1の抱囲では単調ではない．そして，  
入が下申、ら2に近づくとき，総トリップ数は発散する  

（これは文献2）にも見られる普遍的な性質である）・ま  

た，入＝0のときは距離によるトリップ密度の変化が  

無いのだから，当然，総トリップ数は1である．   

図3は距離分布／c（ごG）の概形である・入が大きく  

なるほど，分布の裾が軽くなってゆくのが見て取れる．  

－ユ  ー1  0  1  2  

入  

図4 Åを変化させたときの平均距離（ズG〉の変化   

（細い曲線の方は（10）式による2次近似）．  

（ズG〉が入に依存する様子を図4に示す．入が－2，  

－1，0，1，2のとき，平均距離は順に諾α，隻α，  
諾α，驚α，0である・すなわち入が左から2に近づ  

くとき，平均距離は0に収束する．実はズGの標準偏  
差の方は入∈10，2Ⅰで単調な函数ではない（入＝0．6794  

で最大値をとる）．これらは，入が2に近づくとき，全  

トリップに対して距離0に限りなく近いトリップの数  
が占める率が】．に漸近することによる．図2の，総ト  

リップ数が入の単調函数でないという性質と合わせて，  

連続型のモデリングに幕型重力モデルを適用する場合  

に注意すべき点である．  

3．2 指数型重力モデル  

l  J   

J   

J   

一三  ー1  0  1  2・  

入  

園2 入を変化させたときの総トリップ数l七の変化  

（円盤の半径がα＝1，3，5の3つの場合を示す）．   トリップ密度を指数型重力モデルで与える  

旬（z）＝e‾l‘ヱ  0．ヱ5  

0．2   

ち0．15  
日  ヽ＿＿■・′  

ぺ0．1  

0．05  

（11）  

（りによって総トリップ数l包を求めると，特殊函数を  
含むやや煩雑な形式に帰着すや・∈＝岬／uと定義す  

るとき（どは無名数であり，円盤の半径分の移動時間が  
持つトリップ密度減衰効果を表す），晦はモのみの（単  
調減少な凸）函数となる（幕型重力モデルのような，減  

衰係数の増大に伴う発散という事態は生じない）．   

放射・環状距離ズEの確率密度函数は／g（ェE）＝  
e－岬好物（ェE）ル冠として求められる．便宜上7＝I小  

と定義すると，7が大きいほど分布の裾は軽くなる．  
平均距離は7の単調減少函数である．また，我々が通  

常想定する0＜7なる条件の下では，7の増大に連れ l  
て距離の標準偏差が単調減少することも判明した．こ  
うした単調性は，我々が集計型モデルに重力モデルを  

適用する際に，通常想定しているものである．連続型  

のモデリングに指数型重力モデルを適用するのは妥当  

であると言ってよいだろう．   
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